
―――― 目次 ――――

 人口 03

 人口動態 04

 港区のポジショニング 05

 マスタープランの分野別にみる現況

１．土地利用・活用 07

２．住宅・生活環境・地域コミュニティ・防犯 09

３．道路・交通 11

４．緑・水 12

５．防災・復興 13

６．景観 14

７．低炭素化 15

８．国際化・観光・文化 16

1

基礎調査結果（概要）

 平成29（2017）年３月の現行計画策定後、港区のまちづくりがどのように進んだのか、マスタープランの分野別に現況を調査・整理しました。
※基礎調査結果の詳細は、参考資料２を参照。

資料２-２

第２回港区まちづくりマスタープラン検討委員会
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人口・人口動態 港区のポジショニング 01 02 03

04 05 06 07 08

データから見る港区の現在地

関連データは次ページ以降 ☞

土地利用・活用 住宅・生活環境・
地域コミュニティ・防犯

道路・交通

緑・水 防災・復興 景観 低炭素 国際化・観光・文化

 人口・世帯数ともに増加
傾向にあり、現在約２７万
人、約１５万世帯が暮らし
ています。

 今後も人口増加が継続し、
10年後には約31万人、
20年度には約36万人と
なる見込みです。

 在勤者などの昼間人口は
約97万人と都内で最多
です。

 国家戦略特区の都市再生
プロジェクトなど国際的
な拠点整備が進められて
きました。

 まちづくり活動を推進す
る主体である「東京のしゃ
れた街並みづくり推進条
例」のまちづくり登録団体
は都内最多です。

 上場企業本社の所在地も
港区が都内で最も多く、
経済活動の中心地となっ
ています。

 用途地域別の土地面積は
商業地域が最も多く、全
体の約３2％を占めます。

 人口増加に伴い、住宅用
地が増加しています。ま
た、未利用地が減少して
います。

 建物の高層化が進み、８
階以上の高層建物は10
年間で489棟増加しまし
た。

 住宅戸数は過去10年で
約32%増加しました。住
宅戸数のうち約95％が
共同住宅です。

 住宅増加に合わせて、生
活利便施設等の設置も進
められてきました。

 コロナ禍を経て、約半数
の方が週に１日以上のテ
レワークを行っています。

 高輪ゲートウェイ駅、虎ノ
門ヒルズ駅が開業し、現
在、複数の鉄道新線・新駅
の整備が進められていま
す。

 道路ネットワーク整備と
区道の無電柱化が着実に
進んでいます。

 地区内の回遊性と利便性
を高めるコミュニティバ
スなどの地域公共交通
サービスの利用が浸透し
ています。

 過去10年間で公園緑地
の面積は増加し、緑被率
が増加しています。

 人口増加に伴い、区民１
人当たりの公園緑地面積
は減少傾向にあります。

 水辺の散歩道整備により
親水空間の充実が図られ
ています。

 特定緊急輸送道路沿道の
建築物の耐震化や住宅の
耐震化が着実に進んでい
ます。

 道路防災機能向上のため、
幅員が４ｍ 未満の道 路
（細街路）の拡幅整備を着
実に進めています。

 災害発生時の対応体制を
強化するため、民間事業
者等との連携体制の構築
を進めています。

 港区には海や運河、坂道、
有名な観光スポット、歴史
を感じる場所など、魅力
的な景観が数多くありま
す。

 地域ごとの景観特性に応
じた建築物の指導・誘導
を行うとともに、「区民景
観セレクション」を通して、
港区特有の文化的・歴史
的資源を生かした魅力あ
る景観の発見・創出・周知
を推進しています。

 港区内の二酸化炭素排出
量は平成28年度・令和４
年度比で約15.2％削減
となっています。

 都市交通の低炭素化に資
する自転車シェアリング
の利用回数は、年々増加
し、令和5年には280万
回/年を超えました。

 都内在住の外国人は増加
しており、港区の外国人
人口割合は現在8.4%で
す。

 訪都外国人は過去最多人
数を記録しています。

 港区内の宿泊施設数は、
増加傾向にあり、客室数
は都内で最も多くなって
います。

基礎調査結果（概要）



基礎調査結果（概要）

人口 人口

 港区の人口は増加傾向が続いており、過去10年間で約11％増加し、令和７（2025）年１月１日現在267,780人となっています。港区の将来人口は長期的に増加傾向が継続し、令
和27（2045）年には356,006人（令和７年と比較して約33％の増加）となる見込みです。

 外国人居住人口も増加傾向にあり、令和７（2025）年１月１日現在22,614人です。今後も増加傾向が継続し、令和27（2045）年には33,152人となる見込みです。

 世帯数も増加傾向が続いており、過去10年間で約１万７千世帯増加し、令和７（2025）年１月１日現在約15万世帯が暮らしています。

 地区別人口も増加傾向にあり、過去１０年間全ての地区で人口が増加しています。また、今後も増加傾向が継続し、全ての地区での人口増加が見込まれています。

❚ 総人口
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出典： ：「港区人口推計（令和7年3月）」を基に作成｜各年１月１日現在

❚ 地区別人口

過去10年間で

11%増

出典：「港区人口将来予測 令和７（2025）年度改定版」を基に作成｜令和７年１月１日基準 出典：「港区人口将来予測 令和７（2025）年度改定版」を基に作成｜令和７年１月１日基準

❚ 外国人人口推計値実績値

(2015) (2025) (2035) (2045)

240,585人

267,780人

313,133人

356,006人

平成27年 令和７年 令和17年 令和27年

今後20年間で

33%増

過去10年間で

23%増

今後20年間で

47%増

推計値実績値

18,420人

22,614人

27,727人

33,152人

平成27年 令和７年 令和17年 令和27年

7.7%
8.4%

(2015) (2025) (2035) (2045)

8.9%

9.3%

：港区の総人口に対する割合

❚ 世帯数

過去10年間で

12%増
137,180世帯

147,693世帯

153,885世帯

平成27年 令和２年 令和７年

(2015) (2020) (2025)

出典：港区人口・世帯数（住民基本台帳に基づく）を基に作成｜各年１月１日現在

58,119 

65,501 

75,154 

56,956 

61,112 

73,870 

51,360 

60,027 

70,410 

38,539 

43,009 

51,119 

35,611 38,131 

42,580 

平成27年 令和７年 令和17年

過去10年間

全ての地区で人口増

今後10年間

(2015) (2025) (20３５)

高輪地区

麻布地区

芝浦港南地区

芝地区

赤坂地区

全ての地区で人口増

老年人口

生産年齢人口

年少人口12% 13% 12% 12%

70% 69%
69%

65%

17%
17%

19%

23%
(R7年比約17%増)

(R7年比約33%増)

(R7年比約23%増)

(R7年比約47%増)



基礎調査結果（概要）

人口動態 人口

 区全体の０歳人口は近年減少傾向であるのものの、今後は増加傾向に転じ、2045年には3千人を超える予測となっています。

 在勤者などの昼間人口は増加傾向が続いており、令和２(2020)年10月１日現在で約97万人と都内最多です。

 区内の1日当たり想定宿泊者数と夜間人口の合計値は近年増加傾向にあり、平成28年度と比較して９％（約２万人）増加しています。

 転入者の転入元地域をみると、特別区からの転入者が転入者全体の約４割を占めています。また、転出者全体の約５割が特別区への転出となっています。

❚ ０歳人口の推移
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❚ 昼間人口

❚ 転出入の移動前後の住所❚ 夜間人口＋宿泊者人口

886,173人

940,785人

972,673人

平成22年 平成27年 令和２年

出典：「国勢調査 東京都の昼間人口 令和2年国勢調査による 東京都の昼間人口（従業地・通学地による人口）」（東京都）を基に作成
｜各年10月１日現在

(2010) (2015) (2020)

86,500人増

今後20年間で

47%増

出典：「港区人口将来予測 令和７（2025）年度改定版」を基に作成｜令和７年１月１日基準

(2015) (2025) (2035) (2045)

推計値実績値

2,850人

2,258人

2,835人

3,307人

平成27年 令和７年 令和17年 令和27年

過去10年間で

8.6万人増

出典：「港区人口将来予測 令和７（2025）年度改定版」を基に作成｜令和５年１月１日現在

約4割

転入元地域
(港区への引越し前に住んでいた地域)

転出先地域
(港区から引越した先の地域)

住所不詳
0.1%

特別区

東京都（市町村）

首都圏３県（埼玉県、千葉県、神奈川県）

その他国内

国外

住所不詳

転入者
29,481人

転出者
25,119人

が特別区から転入

転入者の

約５割
が特別区へ転出

転出者の

上位３区
（品川区、世田谷区、渋谷区）

その他特別区

3.4%

14.6%

18.9%

18.8%

13.7%

30.4%

3.6%

15.2%

16.1%

14.2%
16.6%

34.4%

住所不詳
0.0%

上位３区
（品川区、世田谷区、渋谷区）

その他特別区51.0%

44.1%

248,430 256,906 260,378 260,959 267,763 

266,337人 276,964 266,472 274,295 

290,232人

平成

28年度

平成

30年度

令和

２年度

令和

４年度

令和

６年度

出典：宿泊旅行統計調査（観光庁）、港区各月1日現在の人口を基に作成｜年度別平均

夜間人口（各月総人口の年度平均値）

宿泊者人口（各月延べ宿泊者数÷月日数の年度平均値）

└17,907 └20,058 └6,095 └13,336 └22,469平成28年度比

9.0%増

夜間人口 7.8%増
宿泊者数 25.5%増



基礎調査結果（概要）

港区の
ポジショニング 人口

 港区は「都市づくりのグランドデザイン（平成29（2017）年９月、東京都）」の中で、「中枢広域拠点域」の中の「国際ビジネス交流ゾーン」に位置付けられています。

 空の玄関である羽田空港と直結し、東京港や新幹線品川駅により全国とも結ばれており交通利便性が高く、都市機能が集積し、日本の経済・文化・交流の中心的
な役割を担っています。上場企業の本社立地が多く、活発な経済活動が行われているほか、官公庁が集積する霞ヶ関や、新宿・渋谷とも近接し、東京湾に面してい
ることから臨海部との連携ポテンシャルの高い地理的特性があります。
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港区

20地区

中央区

11地区

千代田区

6地区

豊島区

4地区

新宿区

4地区

大田区

2地区

渋谷区

2地区

江東区

1地区

基礎調査結果（概要）

港区の
ポジショニング 人口

 港区では国際競争力強化や都市の魅力向上のための拠点整備が進められてきました。都内の国家戦略特区都市再生プロジェクトのうち20地区が港区です。

 港区では、「東京のしゃれた街並みづくり推進条例」のまちづくり登録団体など、まちづくり活動を推進する主体が増えています。

 国際会議やシンポジウムの開催場所として日本政府観光局のホームページに掲載されたMICE施設は都内に17施設あり、そのうち８施設が港区内の施設です。

 上場企業本社所在地は都内で港区が最も多く、その数は２０年間で約1.8倍に増加しています。
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❚ 上場会社の本社数 ※四季報掲載企業の本社数

出典：日本政府観光局（JNTO）のホームページ掲載施設を基に作成｜令和７年７月1日現在

港区

8施設

江東区

4施設

千代田区

3施設

新宿区

1施設

中央区

1施設

都内掲載施設

17 施設

❚ MICE施設数

出典：会社四季報オンラインを基に作成｜令和４年３月７日現在

都内

１位

都内

１位

256社

335社

462社

平成14年 平成24年 令和4年

(2002) (2012) (2022)

※MICE…企業等の会議(Meeting)や研修旅行(Incentive 
Travel)、 国際機関・団体、学会等が行う国際会議(Convention)、
展示会(Exhibition/Event)など、多くの集客交流が見込まれるビ
ジネスイベントなどの総称。

約1.8倍

出典：国家戦略特区各区域における認定事業の状況（内閣府ホームページ）より作成 | 令和７年６月９日現在

総計
50 地区

❚国家戦略特区 都市再生プロジェクト件数※

都内

1位

出典：「公開空地等のにぎわいを向上させる活動を行う団体一覧」（東京都）を基に作成｜令和７年４月１日現在

都内で最も多い

31団体

活動対象地域別

❚「東京のしゃれた街並みづくり推進条例」におけるまちづくり登録団体数

31
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基礎調査結果（概要）

土地利用
・活用

人口

 港区の用途地域別の土地面積をみると、商業地域が最も多く643.1ha（全体の約32％） 、次いで第一種中高層住居専用地域が452.9ha(約22%)となっています。

 地域別に見ると、区の西側に位置する赤坂地区、麻布地区、高輪地区には第一種中高層住居専用地域が広がっており、芝地区には商業地域が多く分布しています。また、臨海部に
位置する芝浦港南地区には準工業地域が広がっています。

 用途別土地利用面積割合は、令和３(2021)年10月現在、商業用地が約23.0％、住宅用地が約20.5％、公共用地が約15.4%を占めており、H28(2016)年から未利用地が減
り公園運動場等や住宅用地面積が増えています。

❚ 用途地域別土地面積

7

❚ 用途別土地利用面積

出典：「港区の土地利用 土地利用現況調査結果の概要」（令和5年3月）を基に作成｜令和３年10月現在
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出典：「港区都市計画概要」（令和７年3月）を基に作成

公共用地

15.4%

商業用地

23.0%

住宅用地

20.5%

工業用地

2.8%

屋外利用地、林野

2.3%

公園運動場

7.5%

未利用地

1.6%

道路、鉄道、港湾等

23.9%

水面、河川、水路

3.1%

総面積

2,037.0 ha

＜令和３（2021）年＞

❚ 用途地域指定の状況

出典：都市計画決定GISデータを基に作成

0.2ha

452.9ha

101.2ha

164.1ha

206.9ha

87.1ha

643.1ha

366.7ha

0 100 200 300 400 500 600 700

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

【凡例】



基礎調査結果（概要）

土地利用
・活用

人口

 人口増加に伴い、 、平成28（2016）年から令和3年（2021）年の10年間で住宅用地面積が31.9ha増加しています。

 地域の方々の自らの発意と合意に基づき、地域の実情に応じたまちづくりを進めていく市街地再開発事業が行われています。

 階数別棟数の推移を見ると、３階建て以下の低層建物と４～７階建ての中層建物は減少傾向にありますが、8階建て以上の高層建物は増加傾向にあります。

 港区の地形を大きく分けてみると、区の西側及び北側一帯の高台地と、東南の東京港に面した低地、埋立地によって構成されています。

8
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❚ 住宅用地

出典：「港区の土地利用 土地利用現況調査結果の概要」（令和5年3月）を基に作成｜各年10月現在

過去10年間で

31.9ha増

(2011) (2016) (2021)

385.5ha

403.6ha

417.4ha

平成23年 平成28年 令和３年

約8.3%増

❚ 市街地再開発事業(累計）の数

❚ 階数別棟数の推移

出典：「港区の土地利用 土地利用現況調査結果の概要」（令和5年3月）を基に作成｜各年10月現在

１～３階

(2011) (2016) (2021)

４～７階

８階以上

17,067

棟
16,195

棟
15,283

棟

7,262

棟
7,126

棟
6,891

棟

3,483棟 3,676棟
3,972棟

平成23年 平成28年 令和３年

過去10年間で

高層建物(８階以上)

489棟増

出典：「港区の土地利用 土地利用現況調査結果の概要」（令和5年3月）より抜粋｜平成23年度時点

❚ 地盤高さ
34～36m

32～34m

30～32ｍ

28～30m

26～28m

24～26m

22～24m

20～22m

18～20m

16～18m

14～16m

12～14m

10～12m

8～10m

6～8m

4～6m

2～4m

2m以下

地盤高（T.P.※より）

※東京湾平均海面

出典：港区資料｜各年3月時点

平成28年度末から

15地区増

22 地区

37 地区

平成29年 令和７年

(2017) (2025)

（14%増）
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基礎調査結果（概要）

人口

 港区内の住宅戸数は増加傾向にあり、平成25（2013）年から令和5年（2023）年の10年間で約32％増加しました。

 令和５(2023)年現在、専用住宅（居住の目的だけに建てられた住宅）戸数のうち約95％が共同住宅です。

 東京区部のマンション75㎡あたりの価格は平成15（2003）年ごろから上昇を続けており、令和５（2023）年には平均年収の約15倍となっています。

 高齢者世帯は増加傾向にあります。障害者手帳等の所持者数は、平成27（2015）年以降微増しています。

❚ 住宅戸数

9

❚ 居住住宅の種類

出典：「平成３０年、令和５年住宅・土地統計調査」（総務省統計局）を基に作成｜各年10月１日現在

02

出典：「平成２５年、平成３０年、令和５年住宅・土地統計調査」（総務省統計局）を基に作成｜各年10月１日現在

住宅・生活環境
・地域ｺﾐｭﾆﾃｨ

・防犯

過去10年間で

32 %増
111,320戸

136,830戸

146,940戸

平成25年 平成30年 令和５年

(2013) (2018) (2023)

共同住宅

94.6%

一戸建

4.8%
長屋建・その他

0.7%

専用住宅

146,220戸

❚ 特別区のマンション価格の推移

出典：「東京都の土地２０２3（土地関係資料集）」（東京都都市整備局）を基に作成

平成29年から

1.6倍

11.7倍 11.2倍
10.4倍

11.1倍 11.0倍
11.8倍

15.0倍特別区マンション75㎡当たり平均価格

特別区平均年収倍率（＝特別区マンション平均価格÷特別区平均年収※）

平成30(2018)年 令和５(2023)年

40% 60%

共同住宅の所有区分

共同住宅

94.0%

一戸建

4.6%
長屋建・その他

1.4%

43% 57%

専用住宅

135,380戸

共同住宅戸数割合は

0.6ポイント増

共同住宅の所有区分
持ち家

借家

※特別区に居住する人の平均年収

❚ 高齢者世帯数及び障害者数の推移

出典：「第４次港区住宅基本計画 令和５年度改定版」を基に作成

※高齢夫婦：夫６５歳以上、妻６０歳以上の夫婦
※高齢夫婦世帯は住宅に住む一般世帯数

10,116

12,869

13,960世帯

平成

22年

平成

27年

令和

２年

6,266
7,192

7,627世帯

平成

22年

平成

27年

令和

２年

高齢単身世帯 高齢夫婦世帯

8,659 

9,636人

平成

27年

令和

４年

障害者手帳等の所持者数

高齢単身世帯

38％増

高齢夫婦世帯

22％増

過去10年間で



基礎調査結果（概要）

人口

 港区では、人口増加に伴い、暮らしやすく安心して住み続けられる生活環境の形成を促進するため、住宅及び生活利便施設等の設置を積極的に誘導しています。

 商店会各地区で商店会活動を担う人材との協働により、区全体の商店街活性化施策を検討し実行することで、区内各地でのにぎわい創出を目指しています。

 令和５（2023）年６月時点のテレワーク頻度に関する港区の調査結果では、回答者のうち働いている人の約53％が週に１日以上のテレワークを行っています。

 区内の刑法犯認知件数は、平成29(2017)年と令和６(2024)年の比較で約22％減少しました。一方、令和３(2021)年以降は増加傾向にあります。

❚ 生活利便施設等の設置件数（累計）

10

❚ 商店街連合会加入商店会及び会員数

02
住宅・生活環境
・地域ｺﾐｭﾆﾃｨ

・防犯

❚ テレワークの実施状況 ❚ 犯罪発生件数の推移

157件増

平成28年度末から

出典：「子育てしやすい環境の充実に向けた調査研究」（令和６年２月、港区）を基に作成｜令和５年６月末現在

週に１日以上の
在宅勤務・テレワーク

実施率

53％

出典：「港区行政資料集」を基に作成｜年度別

平成28年度末から

230店減
57 56 54 55 55 57 57 55

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

商店会数（団体）

会員数（店）

週５日以上
16%

週3～4日
19%

週1～2日
18%

「働いていない」、「分からない」と
回答した数を除いて集計

週に１日以上

53%
月に３日以下

10%

全くない

38%

出典：区市町村の町丁別、罪種別及び手口別認知件数（警視庁）を基に作成｜各年1月～12月

(2017) (2019) (2021) (2022) (2023)(2020)(2018) (2024)

4,069
3,830

3,474

2,409
2,228

2,6202,980

3,188件

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

平成29年比

22％減

146件

303件

平成28年度 令和６年度

(2017年3月) (2025年3月)

出典：「港区の街づくり 事業概要」、港区資料を基に作成｜年度別集計

3,001

2,920
2,886 2,895

2,805 2,804 2,790 2,771

コロナ禍以降は
ほぼ横ばいで推移



基礎調査結果（概要）

11

人口

 港区では、令和２(2020)年に高輪ゲートウェイ駅、令和５(2023)年に虎ノ門ヒルズ駅が開業しました。現在、複数の鉄道新線・新駅の整備が進められています。

 港区内の都市計画道路は、令和６(2024)年度末時点で90％が改良または概成済みです。

 「ちぃばす」と「お台場レインボーバス」の利用者数はコロナ危機の影響で令和２(2020)年度に落ち込みましたが、現在はコロナ禍前の水準まで回復しています。

 公共交通の課題としては、運転手不足により路線バスが減便・廃止されるケースが関東においても増えています。

道路・交通

03

❚ 鉄道新駅開業

令和6年度末時点

90%
改良・概成済み

出典：「都市計画現況調査」（国交省）を基に作成（自動車専用道路を除いて集計）｜各年３月３１日現在

71% 72%

16% 18%

14% 10%

平成29年 令和６年

(2017) (2024)

改良済み

概成済み

未整備

❚ 都市計画道路整備状況

出典：「港区行政資料」を基に作成｜年度別集計

❚ コミュニティバス等の利用者数

コロナ禍前
の水準に回復

4,499,141人

4,681,191人

4,867,909人
4,757,446人

3,097,899人

3,509,864人

3,902,506人

4,522,639人

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

コミュニティバス「ちぃばす」の利用者数

台場シャトルバス「お台場レインボーバス」の利用者数

虎ノ門ヒルズ

高輪ゲートウェイ

白金高輪

白金台

田町

品川
(仮称)

品川

2020

2023

高輪ゲートウェイ駅 開業

令和７（2025）年3月27日に
「TAKANAWA GATEWAY CITY」
第1期が街びらき

虎ノ門ヒルズ駅 開業

「虎ノ門ヒルズ ステーションタワー」竣工と同
時に開業

2030
年代～

羽田空港アクセス線（仮称）「東山手ルート」

開業予定｜2031年度

羽田空港アクセス線(仮称)
東山手ルート

東京メトロ南北線の
分岐線

（品川～白金高輪間）

リニア中央新幹線

東京メトロ南北線の分岐線(品川～白金高輪間)

開業予定｜2030年代半ば

リニア中央新幹線

開業予定｜2034年以降

❚ 関東における路線バスの減便・廃止の要因

(20) 37.0%

(19) 36.5%

(69) 63.9%

(117) 85.4%

(43) 79.6%

(38) 73.1%

(65) 60.2%

(88) 64.2%

(4) 7.4%

(3) 5.8%

(12) 11.1%

(21) 15.3%

(8) 14.8%

(9) 17.3%

(14) 13.0%

(13) 9.5%

(5) 9.3%

(4) 7.7%

(8) 7.4%

60 % 80 % 100 %

コロナ５類移行以前

（２０２１年４月～２０２２年３月）

(n=54)

コロナ５類移行以前

（２０２２年４月～２０２３年３月）

(n=52)

コロナ５類移行以後

改善基準告示改正以前

（２０２３年４月～２０２４年３月）

(n=108)

改善基準告示改正以降

（２０２４年４月～将来も含む）

(n=137)

運転者不足

利用者の減少

燃料代の高騰

その他

わからない

路線バスの減便・廃止の要因（複数回答可）

0 % 20 % 40 %

出典：関東運輸局管内におけるバス運転者不足問題を踏まえた地域公共交通の確保維持に関する調査(令和7年3月)

コロナ渦後に運転手不足が深刻化



基礎調査結果（概要）

❚ 緑被率

12

❚ 公園緑地の面積推移

❚ 水辺の散歩道の総延長

出典：「港区みどりの実態調査（第10次）報告書」（令和4年3月）、住民基本台帳に基づく各年12月1日現在人口を基に作成

過去10年間で

3.4ha増

出典：「港区みどりの実態調査（第10次）報告書」（令和4年3月）を基に作成｜年度別

102.0ha
106.1ha

106.2ha

平成23年度 平成28年度 令和３年度

人口

 令和３(2021)年度の調査結果では、港区の緑被率は22.62％です。平成28（2016）年度から令和３（2021）年度にかけて約0.8ポイント増加しています。

 公園緑地の総面積は増加傾向にあります。一方で、人口増加に伴い区民1人当たりの公園緑地面積は減少傾向にあります。

 運河では、運河に沿った遊歩道である水辺の散歩道、運河沿緑地の整備を進めてきました。

 国土交通省は、令和６（2024）年11月に施行された改正都市緑地法に基づき、優良緑地確保計画認定制度（ＴＳＵＮＡＧ：ツナグ）を創設し、企業等による良質な緑地確保の取組を、
気候変動対策・生物多様性の確保・ウェルビーイングの向上といった観点から評価・認定しています。現在、港区内の4件が認定を受けています。

緑・水
04

過去10年間で

1.58km増

出典：「港区水と緑の総合計画」（令和３年２月）、「港区基本計画」を基に作成｜各年３月３１日現在

(2011) (2021)(2019)

7.50 

8.90 9.08km

平成23年 平成31年 令和３年

❚優良緑地確保計画認定制度（ＴＳＵＮＡＧ：ツナグ）認定状況

出典：TSUNAG  優良緑地確保計画認定制度ホームページを基に作成｜令和７年８月現在

港区 4件

千代田区

2件
西東京市

2件

東京都以外

6件

認定件数

14 件

都内で最も多い

4件が認定 港区内の認定施設
• 赤坂インターシティAIR
• 麻布台ヒルズ
• 東京ポートシティ竹芝

オフィスタワー
• BLUE FRONT 

SHIBAURA

過去10年間で

0.8ポイント増

21.8% 21.8%
22.6%

平成23年度 平成28年度 令和３年度

(2012年3月) (2017年3月) (2022年3月)

4.90㎡/人

4.26㎡/人
4.13㎡/人

区民１人当たりの公園緑地面積

※緑被率・・・緑被地（樹木被覆地、草地、
屋上緑地）が、区域面積に占める割合

※公園緑地・・・区立公園、区立児童
遊園、区立遊び場、区立緑地、都立
公園、都立海上公園、国の公園等

※水辺の散歩道・・・古川の親水護岸や、
運河において水辺に親しめる空間



基礎調査結果（概要）

❚ 特定緊急輸送道路沿道の建築物の耐震化率

13

令和６年度末で

94.2%

出典：「港区耐震改修促進計画」（令和7年3月一部改訂）を基に作成｜各年３月末時点

90.9%

93.4%
94.2%

平成28年 令和３年 令和６年

(2016) (2021) (2024)

人口

 特定緊急輸送道路沿道の建築物の耐震化率は令和６（2024）年３月末時点で94.2％となりました。

 住宅の耐震化率は令和６（2024）年３月末時点で93.0％となり、着実に耐震化が進んでいます。

 港区では、道路の防災機能向上のため平成25(2013)年４月から道路幅員が４ｍ未満の道路（細街路）の拡幅整備事業を始め、着実に整備を進めています。

 平成24(2012)年３月より、区内の事業者との「災害発生時における帰宅困難者の受入れ等に関する協力協定」締結を進めています。

防災・復興

05

❚ 住宅の耐震化率

令和６年度末で

93.0%

出典：「港区耐震改修促進計画」（令和7年3月一部改訂）を基に作成｜各年３月末時点

87.0%

91.8%
93.0%

平成28年 令和３年 令和６年

❚ 細街路拡幅整備延長

出典：「港区の街づくり 事業概要」を基に作成｜年度別集計

1000m

500m

713m 728m
829m

583m
693m

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

平成28年度末以降

約5km増

❚ 帰宅困難者対策に関する協力協定締結団体数

平成28年度末以降

31団体増

出典：「港区の防災危機管理事業概要」を基に作成｜年度別集計

4団体

5団体 5団体

3団体

2団体

7団体

5団体

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

(2016年) (2021) (2024)



基礎調査結果（概要）

14

人口

 港区には海や運河、坂道、有名な観光スポット、歴史を感じる場所など、魅力的な景観が数多くあります。

 港区では、景観計画及び景観条例に基づき、地域ごとの景観特性に応じた建築物の指導・誘導を行っています。

 区民が誇り、愛着を持つ景観を一般公募により選定する「区民景観セレクション」を平成29（2017）年から開始し、港区特有の文化的・歴史的資源を生かした魅力
ある景観の発見・創出・周知を推進しています。

景観

❚ 「区民景観セレクション」への応募件数（累計）

令和６年度末累計

872件

出典：「令和5年度 港区政策評価シート」を基に作成｜年度別集計出典：「港区景観計画 平成27年度(2015年度)改定」（平成27年12月)を基に作成※本図は概ねの位置を示したものです。

迎賓館

東京タワー

増上寺

レインボーブリッジ

❚シンボル景観

旧芝離宮恩賜庭園

芝公園

❚ 景観条例に基づく事前協議件数（建築物等）

出典：「港区の街づくり 事業概要」を基に作成｜年度別集計

171件 164件
141件 151件 157件

132件
143件

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

平成28年度末以降

1,059件増

333件
434件

573件

735件

872件

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

６年度

浜離宮恩賜庭園

寺社が数多く立地する地域

運河、海

ランドマーク

坂道

都選定歴史的建造物

文化財建造物

景観計画区域（区境）

国会議事堂
聖徳記念絵画館
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基礎調査結果（概要）
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❚ 二酸化炭素排出量

人口

 港区内の二酸化炭素排出量は近年減少しており、平成28（2016）年度と令和４（2022）年度比で約15.2％の削減となっています。

 都市交通の低炭素化に資する自転車シェアリングの利用回数は、年々増加し、令和5(2023)年度には280万回を超えました。

 地域冷暖房施設数は、平成28(2016)年度以降、２つの地域冷暖房施設が令和２（2020）年に都市計画決定しています。

 みなとモデル二酸化炭素固定認証制度において認証された建築物の国産木材使用量は令和５(2023)年度に２千m3を超えました。

低炭素
07

平成28年度比

15.2%削減

出典：「特別区の温室効果ガス排出量（1990年度～2022年度）」
(令和７年3月、オール東京６２市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」）を基に作成｜年度別

3,807 3,793 
3,740 

3,574 

3,218 3,224 3,230 

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

[単位：1,000t-CO2]

排出量は都内で最も多い

出典：「港区行政資料」を基に作成｜年度別集計

❚ 自転車シェアリングの利用回数

平成29年度比

156%増
1,101,935 

1,668,285 

2,078,986 
2,120,594 

2,395,297 

2,548,687 

2,819,970 回

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

(2017) (2019) (2021) (2022) (2023)(2020)(2018)

❚ 地域冷暖房施設数（累計） ❚ みなとモデル二酸化炭素固定認証制度の国産木材使用量

出典：「港区都市計画概要」（令和７年３月）を基に作成｜都市計画決定年度別集計 出典：港区ホームページを基に作成｜年度別集計

平成28年度比

227%増
693 819 792 

1,492 
1,320 1,272 

1,346 

2,119 
2,264㎥

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

６年度

平成28年度末から

２施設増

18 

20 

平成28年度 令和６年度

(2025年３月)(2017年3月)

令和２年11月18日決定
虎ノ門・麻布台地区地域冷暖房施設

令和２年11月18日決定
品川駅北周辺地区地域冷暖房施設

26件

20件

29件
27件 24件

29件

22件
22件

：制度の認証件数

20件



基礎調査結果（概要）

❚ 外国人人口割合

16

❚大使館数

❚ 訪都外国人旅行者数と都内訪問場所

特別区内

６番目

国内立地大使館の

半数以上
が港区内

過去最多

1,954万人

人口
08

国際化・
観光・文化

 区内の外国人居住者割合は増加傾向にあるものの、令和７（2025）年1月1日現在では、23区中６番目となりました。

 港区には、令和５(2023)年12月1日現在、81の大使館が立地しており、全国に設置される大使館157か所のうち半数以上を占めています。

 東京都を訪れた外国人旅行者は令和５年(2023)年に約1,954万人となりました。外国人旅行者の訪問場所は、区内では原宿・表参道・青山が上位にランクインしています。

 港区内の宿泊施設数は、増加傾向にあります。令和５（2023）年度末時点で、港区内の客室数は31,758室と、都内で最も多くなっています。

❚ 客室数

平成29（2017）年 令和７（2025）年

出典：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（東京都）を基に作成｜各年１月１日現在

新宿区 （12.2%）1
2
3
4
5
6

豊島区 （ 9.5%）

荒川区 （ 8.4%）

港区 （ 7.6%）

台東区 （ 7.5%）

北区 （ 5.7%）

新宿区 （13.6%）

豊島区 （12.3%）

荒川区 （10.6%）

台東区 （ 9.4%）

北区 （ 8.7%）

港区 （ 8.4%）

出典：「港区国際化推進プラン」（令和６年３月）を基に作成｜令和５年12月１日現在

港区外
76

港区
81

麻布地区45

芝地区14

赤坂地区14高輪地区８

出典： 東京都ホームページ「令和5年訪都旅行者数等の実態調査結果」を基に作成｜各年１月～12月
「令和５年 国・地域別外国人旅行者行動特性調査報告書」（東京都）より作成 出典： ：「年報（福祉・衛生行政統計）」（東京都）を基に作成｜令和６年３月31日現在
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13,774 
15,176 

508 

19,538千人

平成

29年

平成

31年

令和

３年

令和

５年

外国人旅行者の都内訪問場所（複数回答、上位15)

67.1%

57.4%

50.1%

47.4%

46.2%

45.2%

37.2%

35.4%

24.1%

21.2%

16.7%

16.4%

9.8%

7.6%

7.1%

渋谷

新宿・大久保

銀座

浅草

秋葉原

丸の内・日本橋

上野

原宿・表参道・青山

池袋

六本木・赤坂

お台場・東京湾

築地

品川

新橋・汐留

墨田・両国

東京都駅周辺・丸の内・日本橋


